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予算編成におけるＰＤＣＡサイクルの取組
（ポイント）

（計数については、精査の結果、異同を生じる場合がある。）

令和５年度予算執行調査については、30件の調査を実施。
調査結果を踏まえ、事業等の必要性、有効性及び効率性について検証を行い、
的確に反映。
〈例〉生活困窮者自立相談支援事業等について、人口規模に対する標準的な支援件数に基

づき基本基準額を再設定するとともに、標準的な支援件数を超える支援実績がある

場合に実績に応じた加算を措置するなどの補助体系の見直しを行った。

【厚生労働省】【反映額：▲7億円】

このほか、各財務局等を活用した機動的調査の結果、診療報酬改定においては、
診療所を中心に効率化・適正化を実施。

◆ 予算執行調査の反映等

決算に関する国会の議決については、審議の内容等を踏まえ、的確に反映。
〈例〉ウクライナ避難民の受入れについて、補完的保護対象者認定制度の定住支援プログ

ラムにおいて、身元保証人の有無を問わない生活費支援などの支援を拡充して実施

することとした。

【法務省】【反映額：12億円】

会計検査院の指摘については、個別の事務・事業ごとに必要性や効率性を洗い
直し。
〈例〉水田活用の直接支払交付金に係る対象水田について、実質的に水稲の作付けが困難

な農地を交付対象から除外することで、削減見込み額を予算に適切に反映した。

【農林水産省】【反映額：▲3億円】

多額の不用が生じている事業等については、決算結果を踏まえ、個々の予算の
内容等を厳正に見直し。
〈例〉地域文化財総合活用推進事業（地域文化遺産・地域計画等）の執行状況を踏まえ、

事業件数の見込みを精査すること等により、所要額の見直しを行った。

【文部科学省】【反映額：▲2億円】

◆ 国会の議決・決算検査報告等の反映

各行政機関が行った政策評価の結果に基づき、個々の事務事業の検証を行い、
的確に反映。
〈例〉資源管理協定高度化推進事業について、資源管理の体制の高度化を実現するための

経費として支援することとして、資源管理協定への移行に必要となる経費に対する

定額補助は終了し、今後新規に資源管理協定を策定するために必要となる経費につ

いては補助率を1/2に設定すること等により、予算額を縮減した。

【農林水産省】【反映額：▲1億円】

◆ 政策評価の結果の反映
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国会の決算審査における様々な視点からの審議内容等を踏まえ、的確に反映。                                 

 
 

 
 

＜法務省：一般会計＞ 
○ウクライナ避難民の受入れについて 

 【反映額：12億円】 

 
 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
＜国土交通省：一般会計＞ 
○運送業に係る 2024年問題について 

 【反映額：0.3億円】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 

 

（計数については、精査の結果、異同を生じる場合がある。） 

国会の議決・決算検査報告等の反映状況 

◆決算に関する国会の議決の反映◆ 

・ウクライナ避難民の受入れについて 

は、日本国内の身元保証人が十分な経済

的基盤を持たない場合を考慮し、その支

援体制を更に充実させるべきである。 

（平成 30・令和元年度決算議決事項） 

 

・ウクライナ避難民への支援について

は、出入国管理及び難民認定法に基づ

く補完的保護対象者認定制度の定住

支援プログラムにおいて、身元保証人

の有無を問わない生活費支援や日本

語教育の充実などの支援を拡充して

実施することとした。 

・運送業に係る 2024年問題については、

中小事業者のガソリン代や人件費の価格

転嫁を後押しするために、標準的な運賃

がより一層活用されるよう、荷主等に対

して制度の周知を図るとともに、長時間

の荷待ちや運賃・料金の不正な据置き等

の適正取引の阻害行為の疑いがある荷主

等に対する是正措置を引き続き講じるな

どして、ドライバーの労働環境の改善に

取り組むべきである。 

（平成 30・令和元年度決算議決事項） 

 

・「標準的な運賃」の継続した周知徹

底を図るとともに、プッシュ型情報収

集などの違反原因行為調査を実施し、

適正取引の阻害行為の疑いがある荷

主等に対する是正措置を一層強化す

るなどにより、ドライバーの労働環境

の改善を図ることとした。 
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令和４年度決算検査報告における指摘や問題提起を踏まえ、個別の事務・事業 
ごとに必要性や効率性を洗い直し、その結果を予算や執行に的確に反映。 

 

 

＜農林水産省：一般会計＞  
                             【反映額：▲3 億円】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜国土交通省：自動車安全特別会計＞  
                             【反映額：▲0.3 億円】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

（計数については、精査の結果、異同を生じる場合がある。） 

◆会計検査院の決算検査報告の反映◆ 

・水田活用の直接支払交付金事業の実

施に当たり、実質的に水稲の作付けを

行うことができる農地を交付対象水田

とするための判断基準を定め、対象作

物の収量が記載されている書類等を提

出させるなどして実績報告書の確認等

を適切に実施し、対象作物の地域の目

安となる基準単収等を定めさせるなど

して実際の収量に基づいた定量的な収

量確認を行えるよう改善の処置を要求

するとともに、現行制度の運用の見直

しを検討するなどして、対象作物の収

量増加に向けた改善が図られやすくな

るような方策を講ずるよう意見を表示

したもの。 

・交付対象水田については、国等の補

助金による処分制限期間内のビニー

ルハウス等の園芸施設が設置されて

いる実質的に水稲の作付けが困難な

農地を、交付対象から除外するといっ

た基準を通知に記載のうえ関係者に

周知する予定であり、当該農地を除外

することによる削減見込み額を予算

に適切に反映した。 

また、上記以外の指摘についても、

通知に記載のうえ関係者に周知する

等適切に対応する予定である。 

 

・航空管制官訓練教官業務作業員の派

遣契約に係る予定価格の積算に当た

り、派遣単価の算出根拠となる資料に

記載された派遣料金に消費税が含ま

れていることなどを踏まえた派遣単

価の算出方法を定めた積算要領を制

定するなどして、予定価格の積算が適

切に行われるよう改善させたもの。 

・航空交通管制業務に係る訓練業務の

ための派遣契約において、派遣単価に

ついては、消費税相当額を控除したう

えで算出した派遣会社のマージン率

を使用することとし、当該派遣単価を

用いて予定価格を積算するよう関係

部局に対して周知するとともに、削減

が見込まれる額を予算に適切に反映

した。 

 

-3-



 
 
 
   予算の適正かつ効率的な使用の観点から、多額の不用が生じている事業等に 

ついて、決算結果を踏まえ、個々の予算の内容等を厳正に見直し、その結果 
を予算に的確に反映。 

 
 
 
＜厚生労働省：労働保険特別会計＞ 
○諸謝金 
のうち雇用調整助成金関係事務費（事業主支援アドバイザー分） 

【反映額：▲7億円】 
 
 
 
 
 
 
 
＜文部科学省：一般会計＞  
○文化芸術振興費補助金 
のうち地域文化財総合活用推進事業（地域文化遺産・地域計画等） 

【反映額：▲2億円】 
 
 
 
 
 
 
 
＜内閣府：一般会計＞ 
○地方大学・地域産業創生交付金               【反映額：▲2 億円】 

 
 
 
 
 
 
 
＜経済産業省：一般会計＞  
○中小企業経済構造改革推進事業費補助金 
のうち出向起業補助金                  【反映額：▲2億円】 

 
 
 

 
 
 
 

（計数については、精査の結果、異同を生じる場合がある。） 

◆決 算 結 果 の 反 映◆ 

・交付申請件数が予定を下回ったこ

と等により、5億円の決算不用を生じ

た。 

・執行状況を踏まえ、事業件数の見

込みを精査すること等により、所要

額の見直しを行った。 

・交付申請件数が予定を下回ったこ

とにより、2 億円の決算不用を生じ

た。 

・執行状況を踏まえ、交付申請の実

績を予算積算に適切に反映し、所要

額の見直しを行った。 

 

・新規採択件数が予定を下回ったこ

と等により、11 億円の決算不用を生

じた。 
 

・執行状況を踏まえ、新規採択件数

の見込みを精査すること等により、

所要額の見直しを行った。 

 

・雇用者数が予定を下回ったこと等

により、8億円の決算不用を生じた。 
・執行状況を踏まえ、雇用者数の見

込みを精査すること等により、所要

額の見直しを行った。 
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政策評価の結果の反映状況

（計数については、精査の結果、異同を生じる場合がある。）

各行政機関が行った政策評価の結果に基づき、個々の事務事業の検
証を行い、的確に反映。

◆ 主な反映事例

＜政策評価結果のポイント＞

【達成しようとする目標及び実績】
＜目標＞
①国際仲裁に関する関心・知識の度合いに応じた研修等を企画・実施する。
②国内外の企業等に対し、効果的な広報・意識啓発を実施する。
③仲裁専用施設を確保し、自主運営の実現可能性を調査する。
＜実績＞
①約30回の研修を実施、延べ約2,000名以上が参加（令和４年度まで）
②国内企業等向けのセミナー等に延べ約3,000名以上が参加（令和４年度まで）
③令和２年３月から令和５年５月までの間、委託先機関において東京都心
（虎ノ門）に仲裁専用施設を運営
（仲裁専用施設の利用状況 令和２年度：25件、令和３年度：29件、令和４年度：15件）

【政策評価結果のポイント】
＜人材育成＞関心を持つ人材の裾野を広げるとともに、知識・経験・語学
力を兼ね備えた人材の輩出に向けた中長期的な取組の実施が必要。
＜広報・意識啓発＞引き続き、広報・意識啓発活動を実施するとともに、
海外の企業、弁護士等に対する日本の国際仲裁の魅力等を発信する取組の
実施が必要。
＜施設整備＞施設を開業したが、利用件数に際立った増加は見られておら
ず、収支面では現在の形での施設の自立運営は現状では困難。施設の整備
に関する適切な施策の在り方を模索する必要。

＜予算への反映内容＞

これまでの仲裁専用施設
の運営状況から自立運営が
現状では困難であること等
を踏まえ、国際仲裁活性化
に向けた適切な施設運営の
在り方を引き続き検討して
いくとともに、国際仲裁の
活性化に必要となる人材育
成及び広報・意識啓発に注
力することとし、成果連動
型民間委託契約方式を採用
した成果連動による民間の
主体的な創意工夫を促す事
業に見直しを図ることで、
予算額を縮減した。

法務省

司法制度改革の成果の定着に向けた取組（うち、国際仲裁活性化推進事業）【反映額：▲0.6億円】

＜事業の概要＞
国際商取引をめぐる紛争解決のグローバル・スタンダードである国際仲裁の活性化に向けて、人材

育成、広報・意識啓発、施設整備等の各施策を包括的に行いながら、有効な施策の在り方を調査・検
討する。

農林水産省

水産資源管理の着実な実施（うち、新たな資源管理システム構築促進事業（資源管理協定高度化推進
事業））【反映額：▲1億円】
＜事業の概要＞
科学的知見に基づく資源管理目標の設定のために必要な経費や、現場への周知・指導に必要な経費、

資源の保存及び管理に効果的な取組へと見直しを行うために必要な経費、専門的知見を有する有識者
による助言・指導に要する経費等を支援する。

＜政策評価結果のポイント＞

【達成しようとする目標及び実績】
＜目標＞
令和５年度までに、資源管理協定への移行を完了
令和４年度：100%

＜実績＞
平成４年度： 6%（達成度合い：6%）

【政策評価結果のポイント】
資源管理協定は、国の定める資源管理基本方針及び都道府県の定める都

道府県資源管理方針に基づく必要がある。現在は、これら方針について、
資源管理協定に関する部分（資源ごとの管理の目標等）を、国及び都道府
県が随時検討を進めている最中であり、一部資源については検討が完了し
たものの、全体としてはまだ資源管理協定への移行準備段階といえる。
資源管理基本方針及び都道府県資源管理方針の検討が進み次第、順次資

源管理協定への移行が進んでいく予定である。

＜予算への反映内容＞

資源管理協定を着実に実
施し、取組内容等をより効
果的なものにすることによ
り、資源管理の体制の高度
化を実現するための経費と
して支援することとし、資
源管理協定への移行に必要
となる経費に対する定額補
助は終了し、今後新規に資
源管理協定を策定するため
に必要となる経費について
は補助率を1/2に設定する
こと等により、予算額を縮
減した。
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